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情報通信審議会 情報通信技術分科会（第１４４回）議事録 

 

１ 日時 令和元年７月２３日（火） １４時００分～１５時２０分 

２ 場所 総務省 第１特別会議室（８階） 

３ 出席者 

（１）委員（敬称略） 

西尾 章治郎（分科会長）、相田 仁（分科会長代理）、 

伊丹 誠、上條 由紀子、國領 二郎、三瓶 政一、 

知野 恵子、平野 愛弓、増田 悦子、森川 博之（以上１０名） 

 

（２）専門委員（敬称略） 

   多氣 昌生（以上１名） 

 

（３）その他関係者（敬称略） 

   上 芳夫（高速電力線搬送通信設備作業班 主任）、 

   茨木 久（国立研究開発法人情報通信研究機構 理事）、 

   矢野 博之（国立研究開発法人情報通信研究機構 執行役） 

 

（４）総務省 

（国際戦略局） 

二宮 清治（官房審議官）、柴﨑 哲也（総務課長）、 

松井 俊弘（技術政策課長） 

 

（総合通信基盤局） 

 谷脇 康彦（総合通信基盤局長）、田原 康生（電波部長）、 

 今川 拓郎（総務課長）、布施田 英生（電波政策課長）、 

 白石 昌義（電波環境課長）、関口 裕（電波利用環境専門官） 

 

（５）事務局 

後潟 浩一郎（情報流通行政局総務課総合通信管理室長）
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４ 議 題 

 答申事項 

① 「国際無線障害特別委員会(CISPR)の諸規格について」のうち「広帯

域電力線搬送通信設備の利用高度化に係る技術的条件」について 

【昭和63年9月26日付け電気通信技術審議会諮問第３号】 

 

 

 報告事項 

① 科学技術政策の動向について 

 

② 国立研究開発法人情報通信研究機構の最近の取組について 
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開  会 

 

○西尾分科会長  それでは、皆さんおそろいですので、これから情報通信審議会第１４

４回情報通信技術分科会を開催いたします。 

 本日は、委員１５名中、１０名が出席されておりますので、定足数を満たしておりま

す。 

 本日の会議は、答申事項の説明のため、電波利用環境委員会から多氣主査、上高速電

力線搬送通信設備作業班主任、情報通信研究機構から茨木理事、矢野執行役にご出席を

いただいております。どうもありがとうございます。 

 それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。本日の議題は答

申事項１件、報告事項２件でございます。 

 

議  題 

 

答申事項 

①「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「広帯域

電力線搬送通信設備の利用高度化に係る技術的条件」について 

【昭和６３年９月２６日付け電気通信技術審議会諮問第３号】 

 

○西尾分科会長  始めに答申事項について審議いたします。 

 電気通信技術審議会諮問第３号「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格に

ついて」のうち「広帯域電力線搬送通信設備の利用高度化に係る技術的条件」について、

電波利用環境委員会主査の多氣専門委員、上高速電力線搬送通信設備作業班主任からご

説明をお願いいたします。 

○多氣専門委員  紹介ありがとうございます。電波利用環境委員会主査の多氣でござい

ます。「国際無線障害特別委員会（ＣＩＳＰＲ）の諸規格について」のうち「広帯域電力

線搬送通信設備の利用高度化に係る技術的条件」についてご説明申し上げます。 

 資料１４４－１－２、ちょっと分厚いほうでございますが、こちらのほうが報告書で

ございます。その概要をスライド形式にまとめました資料１４４－１－１という横書き

のほうを主に用いてご説明申し上げます。 
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 資料１４４－１－１の表紙をめくっていただきまして、その裏にございます１ページ

目をごらんください。電力線搬送通信、ＰＬＣと呼んでおりますけれども、こちらの概

要でございます。電力線搬送通信（ＰＬＣ）は、家庭に商用電力を供給する電力線を利

用して通信するシステムであり、既に敷設済みの電力線を使用するため、容易にネット

ワークの構築が可能となる技術です。 

 これまでの取り組みでございますが、この下の「ＰＬＣの利用周波数帯」と書かれて

いる図のほうをご覧いただきたいと思うんですが、搬送波が１０ｋＨｚから４５０ｋＨ

ｚの低速のＰＬＣ、左の緑の斜線の部分になりますけれども、これが昭和６２年にまず

制度化されました。その後、より高速の伝送を実現するように、２ＭＨｚから３０ＭＨ

ｚの広帯域を用いた高速ＰＬＣ設備の検討が始まりました。この周波数帯は、航空、海

上通信などさまざまに利用されていますので、共用検討を丁寧に行うことが必要ですが、

電力線は５０Ｈｚまたは６０Ｈｚの超低周波の交流電力を送るための設備でありまし

て、一般の通信ケーブルとは異なることから、高周波の通信信号を伝送する場合、妨害

波の発生が懸念されました。検討の結果、平成１８年に屋内に限り利用可となり、平成

２５年に屋外でも屋内より厳しい限度値のもとで一部利用可となるように制度化され

ました。そして、その後ですけれども、すぐ上のところにアンダーラインで書かれてお

りますが、平成２９年１０月にさらに利用高度化を進めるための技術的条件の検討を開

始しました。以来、本日陪席されております上芳夫主任のもとで９回の高速電力線通信

設備作業班による検討を行いまして、電波利用環境委員会での審議、パブリックコメン

トを経て本日のご報告に至りました。 

 ２ページ目にお進みください。背景でございます。第２段落の部分ですけれども、近

年、広帯域ＰＬＣ設備の高度利用として、ワイヤレス通信が困難な工場内でのセンサー

情報収集や既設の電力線を持つ街灯の制御などについて、技術開発や実験が進んできて

おります。そのためのＩｏＴ基盤構築の有効な手段の一つとして、広帯域ＰＬＣ設備の

活用が期待されております。こうした状況を踏まえて、広帯域ＰＬＣ設備についての検

討を行ってまいりました。今回の主な検討事項は３つです。すなわち、①広帯域ＰＬＣ

設備を接続できる電力線の制限の緩和、②スチール製の船舶、鋼船と呼んでおりますけ

れども、鋼船での利用、③広帯域ＰＬＣ設備に係る現行規則の解釈の明確化、それから、

ここには書かれていませんが、この一部としてＰＬＣ設備の測定法の整備についても検

討をいたしました。 
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 以下、それぞれについてご説明いたします。３ページにお進みください。まず、①の

広帯域ＰＬＣ設備を接続できる電力線の制限の緩和です。これまで、広帯域ＰＬＣ設備

に接続できる電力線は１００Ｖまたは２００Ｖの単相交流用電力線に限られていまし

た。これを、工場内などで多く用いられている三相交流用電力線の利用も可能とし、ま

た、電圧も６００Ｖ以下まで利用可といたします。そのための根拠といたしまして、電

磁界解析及び測定調査によって、広帯域ＰＬＣ設備による磁界が周囲雑音強度と同等か

それ以下であることを確認いたしました。このページの下のところにあります図は、Ｐ

ＬＣ設備のオン、オフで漏えい電磁界に変化がないことを示した、ある工場での測定デ

ータでございますが、三相の電力線のうち２本を通信に用いるために、もう一本がいろ

いろな条件になり得るということもございまして、さまざまなケースがございます。こ

のため、報告書の８ページから４５ページまでの間、かなり多くの部分を割きまして、

さまざまなケースを想定した検討結果が示されており、それらを踏まえて今回の結論と

しています。 

 ４ページにお進みください。利用拡大の２つ目は、鋼船、先ほど言いましたスチール

でつくられた船における屋内用ＰＬＣ設備の利用です。アンダーラインが引かれている

部分でございますが、鋼船での交流及び直流の電力線を用いる屋内用広帯域ＰＬＣ設備

の利用を可能とすることといたします。その根拠といたしまして、その下にあります図

に示しますように、ＰＬＣ通信時に通信してないときと比較して電磁界強度レベルの上

昇が見られなかったことを確認しています。ただし、万全を期すため、ＰＬＣ設備には

救難通信用周波数、これについては報告書のほうの４６ページのところに書いてあるん

ですけれども、ちょっと細かいので割愛しておりますが、これらの周波数に対応したノ

ッチフィルタの装着が望まれるということを追記してございます。 

 ５ページ目にお進みください。ここからが検討項目③に当たります。初めに、測定方

法等の整備についてでございます。従来は、主にＰＬＣ設備単体を対象に許容値や測定

法が検討されていました。しかし、ＩｏＴの時代には、ＰＬＣモジュールを内蔵した装

置、設備の普及が予想されています。これに対応するための検討が行われました。具体

的には４項目挙げてございます。（１）では広帯域ＰＬＣ通信設備やＰＬＣ通信機能を容

易に作動、停止できるようにするということを求めてございます。（２）はちょっと細か

いので概略でございますが、いずれも測定方法の明確化でございます。（３）はＰＬＣ非

通信状態における妨害波に関して適用すべき他の答申などがある場合には、当然のこと
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ではございますが、そちらを尊重するということを明確化してございます。（４）では大

型の装置、設備の測定位置を明確にしてございます。 

 ６ページにお進みください。６ページからは、現行規則の解釈について具体的なケー

スを想定して明確化してございます。まず、水中や地中を電力線が通る場合といったこ

とに触れられていなかったということで、そういう場合でもＰＬＣ設備が利用可能かと

いう問題がございました。結論といたしまして、下線部分にありますように、地中及び

水中配線の電力線をＰＬＣ通信に利用することを可能とするとしております。その根拠

として、その下側にございます図のように、地中配線の場合に地上配線より漏えい磁界

強度が小さいのは予想されることではございますけれども、そのことを実際に示したデ

ータを得てございます。 

 次の７ページは水中配線の場合でございます。図は、水中の電力線からの磁界強度が

地上に置かれた配線に比べて小さいということも予想されていることではございます

が、実際にデータで示してございます。これらより、地中及び水中配線の電力線をＰＬ

Ｃ通信に利用することを可能とするということといたしました。 

 ８ページにお進みください。次の問題は、外壁コンセントに接続するＰＬＣ設備に限

度値の厳しい屋外用ではなくて、より限度値の緩和されている屋内用を用いてよいかと

いうことでございます。結論は、外壁コンセントに接続するＰＬＣ設備は、屋内用より

限度値が１０デシベル厳しい屋外用に限るということになってございます。 

 ９ページにお進みください。９ページは、写真が出てございますけれども、スタジア

ムのように上空が覆われていない建物内のＰＬＣ設備に屋内用を用いてよいかという

問題でございます。これについては、周辺の建物との離隔距離が３０メートル以上あれ

ば、上空が覆われていなくても屋内用のＰＬＣ設備の利用を可能とするというのが結論

でございます。 

 最後に１０ページでございます。広帯域ＰＬＣ設備の製造業者などの関係者の努力に

ついて、本報告書では２点言及しています。１点目は、今後広帯域ＰＬＣ設備が広く一

般世帯に普及することを考慮して、無線利用との共存について必要な情報を周知するこ

と、相談窓口を設けること、万一漏えい電波が無線利用に障害を及ぼした場合に備えて、

障害を除去するような機能を施すとともに、障害が発生した場合にはその除去に積極的

に協力することが必要であることを述べております。２点目として、今回の審議で技術

的に詳細な検討を行ったものの、三相電力線の第３線の状態によっては放射が増加する
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可能性があるといったような問題もあることから、今後新たな知見が得られた場合など、

必要に応じて許容値及び測定法を見直すことが重要であることを述べています。 

 ご説明は以上でございます。 

○西尾分科会長  簡潔にご説明いただきまして、どうもありがとうございました。ご意

見、ご質問はございませんか。 

○國領委員  質問してもいいですか。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○國領委員  素人の質問みたいで恐縮なんですけれども、最後のページのところに障害

を除去することができる機能というのがあるわけなんですけれども、これは全ての機器

にその機能を備えるように義務づけるとか、そういうことを意味しているんでしょうか

という質問と、もしそれがイエスだとすると、それにかかるコストはどれくらいなんで

しょうか。 

○多氣専門委員  最初の表題のところでございますように、あくまでも努力ということ

でこの報告書では扱ってございます。ただ、今後制度化される等のときにどのように扱

われるかというのは、こちらの技術的な検討とはまた別の話かなと思っております。 

 上主任からは何かございますでしょうか。あるいは事務局から何か補足していただく

ことはございますでしょうか。 

○西尾分科会長  事務局にてよろしくお願いいたします。 

○白石電波環境課長  事務局を担当いたしました電波環境課でございます。高周波利用

設備につきましては、現行、電波法１０１条におきまして、他の無線通信等に障害を与

える場合には、それを措置するということを法律上明記してございます。法律上の担保

はございますけれども、ここでおまとめいただいたところにつきましては、それに対応

した関係の皆様方にご支援をいただくというところを書いておるかと思います。これか

ら答申を踏まえまして、制度化の段階で具体的な枠組み等を検討させていただければと

思っております。 

 なお、参考までに申し上げれば、諸外国でもこういった障害の窓口等を業界団体と連

携をしてつくっているところもございまして、こういったところも参考にしながら、制

度のほうをつくり上げていきたいと考えてございます。 

○西尾分科会長  國領先生、どうぞ。 

○國領委員  それで結構なんですけれども、質問した趣旨は、障害が出ているところが
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あって、それを除去するというのはもちろんやるべきなんですけれども、全ての機器に

そういう機能を搭載するようなことで、全ての機器のコストが上がって普及が妨げられ

るということにはなるべくならないでほしいなと思います。 

○西尾分科会長  どうぞ、今の質問にお答えいただけますか。 

○多氣専門委員  制度化の際の問題だと思いますので、事務局さんにお答えいただいた

ほうがよろしいかと思います。 

○西尾分科会長  事務局にてよろしくお願いいたします。 

○白石電波環境課長  制度化の段階でコストの関係についても十分配慮をさせていただ

きたいと思います。 

○西尾分科会長  技術的な結果を踏まえて、どのように普及していくかというところで、

今いただきましたコメントにご配慮をいただければと思います。どうもありがとうござ

いました。 

 ほかにご質問ございますか。どうぞ。 

○伊丹委員  １点教えていただきたいんですけれども、今回の検討で船での使用ができ

ました。以前は船で使えなかったというのは、船は結構特別にＰＬＣで与えるような影

響も懸念されることが多かったわけですか。工場とかとあまり環境が変わらないような

感じもしないでもないんですが、これはどういう形で。 

○多氣専門委員  これは上主任のほうから、検討した経緯を少しご説明いただけないで

しょうか。 

○上電力線搬送通信設備作業班主任  かわりまして、上がお答えいたします。船に関し

ては、従来そういう要望がなくて、審議の対象になっていなかった。そのために、今ま

で法律にもなっていません。したがって、今回出てきて、こういうのにも許してほしい

という要望があって、審議をやったという状況です。 

○伊丹委員  どうもありがとうございます。 

○西尾分科会長  ほかにご質問ございますか。どうぞ、森川委員。 

○森川委員  ありがとうございます。１点だけ、諸外国との比較で言うと、従来ＰＬＣ

は日本は結構厳しかったという記憶があるんですけれども、今はどんな状況なんでしょ

うか。おわかりになる範囲で教えてください。 

○多氣専門委員  これは上主任、あるいは事務局のほうがいいかな。私自身の理解では、

特に屋外用に関して我が国は大変厳しいことになっております。諸外国といっても、低
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速のＰＬＣが非常にたくさんヨーロッパなどで使われているということもあって、ＰＬ

Ｃが非常に普及しているように思われることがあるんですが、高速、広帯域のＰＬＣに

関してはいろいろな国によってさまざまであると。ただ、先ほど申し上げましたように、

我が国は非常に慎重にこの問題を扱っていると私自身は理解しております。 

 もし事務局から補足があるようでしたら、いただければと思います。 

○西尾分科会長  どうですか。事務局から。 

○白石電波環境課長  事務局でございます。報告書の５７ページ、５８ページのほうに、

委員会のほうでも諸外国の検討状況、主に米国、それから欧州の事例を中心に取りまと

めをいただいております、確かに今ご説明いただいたとおり、諸外国では屋外型の利用

等についても進んでいるという状況もございます。 

 一方で、国内のほうを見た場合には、ご存じのとおり非常に密集したところに電線等

が非常にあって、通信関係に与える影響も諸外国に比べても多いということもございま

して、これまで厳しくしてきたというところもございます。今回、工場関係を含めた規

制といいますか、これまでの規定の見直しを答申いただくことになれば、この後、さら

に業界団体のほうからは高圧の送電線、あるいはアクセス系での利用につきましても要

望いただいておりますので、ステップを踏んで検討を継続していくということを予定し

ております。 

○西尾分科会長  よろしいですか。三瓶委員、どうぞ。 

○三瓶委員  ＰＬＣの規制のビジネスモデルについてお伺いしたいんですけれども、そ

もそも広帯域といっても３０ＭＨｚぐらいの帯域幅を想定されているわけで、ＩｏＴと

言われているんですが、ＩｏＴ対応はセルラーも含めていろいろな手段があって、それ

に対してＰＬＣの位置づけというんですかね、どれだけのマーケットがとれるのか、あ

るいはどれだけ普及するのかということが気になるんですね。１つは、３０ＭＨｚにな

った理由もあると思うんです。もしかすると、３０ＭＨｚというのが非常に中途半端な

帯域幅であるかもしれないという懸念もあって、その辺はどうやってこういう検討をさ

れたのかについてお伺いできますでしょうか。 

○多氣専門委員  初めのマーケットの問題でございますけれども、それに関しましては、

我々は技術的条件を検討するということでございまして、これがどれだけ普及するとか

ということについては、あまり直接的な検討対象とは考えておりませんでした。ですか

ら、その意味では、市場が決めることということで、技術的にここまで可能ですよとい
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うことを検討してきたということでございます。 

 それから、３０ＭＨｚに関しましては、私がこの問題にかかわる以前からそういう検

討が進んでいたということもございまして、どなたがご存じかどうかわかりませんが、

周波数の利用の問題ですから事務局にお聞きしたほうがいいかもいいかもしれません。 

○西尾分科会長  そうしましたら、三瓶委員のご質問の１番目で、今回の検討をするに

当たって、ある種のビジネスモデル的な背景があったのかということと、３０ＭＨｚの

ことに関してのご質問についてお答えいただけるようでしたら、お願いできればと思い

ます、いかがでしょうか。 

○白石電波環境課長  事務局でございます。ビジネスモデルにつきましては、冒頭多氣

委員のほうからご説明いただいたように、過去に制度化が進んでおりまして、徐々に市

場規模としては膨らんできていると思います。民間関係の団体のほうの調査によります

と、２００７年に制度化されて以降、これまでの累積で１８０万台という規模感で普及

が進んでいると伺っております。 

 一方で、数字の例えがわからないというところもあるかと思いますので、皆さんよく

お使いの無線ＬＡＮとか、ああいったものの場合ですと、総務省のほうで行っておりま

す電波の利用状況調査で見ますと、２.４ＧＨｚ帯でも年間６,０００万台、５ＧＨｚ帯

でも千数百万台という規模感で出ております。規模感としてはいろいろ使い方等で違い

があろうかと思いますけれども、ＰＬＣの場合にはなかなか配線が容易でない既存のと

ころを使って相当の伝送をすることができるということで、先ほどご質問もございまし

た鋼船、船の中での活用を含めまして、市場ニーズとしてはかなりあるものと伺ってお

ります。 

 それから、周波数帯のところは、すいません、今手元に詳細なデータを持ち合わせて

おりませんで、歴史にかかわるところですので、明確なお答えはいたしかねますけれど

も、３０ＭＨｚというところで節目をつけておりますが、国際分配の関係もございまし

て、周波数帯の一定の節目のところで帯域を区切って検討が進められてきたという過去

の経緯であるものと認識をしております。そのため、航空関係の無線局、あるいは海上

関係の無線局との周波数共用を諸外国で検討しながら、各国で状況を踏まえて検討が進

んできたと認識をしております。 

 お答えになってない状況で申しわけございませんけれども、以上でございます。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。三瓶委員、どうですか。 
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○三瓶委員  周波数帯によってもいろいろ用途も違いますし、いろいろな仕組みがある

中で、こういう審議会で議論しているんですけれども、システムによってはマーケット

ニーズに基づいて、その流れをトラッキングする形でどんどん進化させようという分野

も多々あると思うんですね。そういう中で、どれだけの帯域が必要なのかというのはマ

ーケットニーズで決まってくる話で、それに対してトラッキングするというのは、どの

システムでも考えなければいけないことではあるんだと思うんです。 

 なので、最初に決まったからということではないと思いますし、あるいは鋼船の中で

というのは一つのマーケットだとは私も思うんですけれども、鋼船の中でも例えば４Ｇ

とか５Ｇを使うという流れは今あります。ＩｏＴをその中で使おうというニーズだけは

全世界で共有しているんですけれども、それをどうやるのかという中で、例えば無線で

はやりにくいところはＰＬＣが担当できるのかとか、もうちょっとブレークダウンした

検討がこの時代は必要なんだと思うんです。なので、そういうところを捉えた検討とい

うのをこれからもっとするべきではないかなと思います。これはコメントです。 

○西尾分科会長  どうも貴重なご意見をありがとうございました。この件のみならず技

術委員会で審議するまでに、特にワーキンググループ等においてほんとうに丁寧な議論

を重ねていただいております。三瓶委員のご指摘は、その議論の過程で、その結果がき

ちっと社会に生かされていく、あるいは社会のデマンドの大きいものをきっちり捉えて

議論することを意識することで、委員の皆様が費やしていただいているエフォートに見

合うものになっていく、ということだと思います。今後の技術委員会の議論を進めてい

く上で、ご指摘いただいたことを十分に意識していくことが重要かと思います。その点、

どうか事務局でも配慮していただきたくお願いいたします。このことは、この件に特化

したことではないと捉えていただければと思います。どうもお答えいただきましてあり

がとうございました。 

 ほかにございますか。 

○相田分科会長代理  よろしいですか。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○相田分科会長代理  私も、電力会社の人から早く外でも使えるようにしてくれという

ようなことを伺ったことがあるので、今回の報告書につきましては至極妥当なあれだと

思いますけれども、今の三瓶委員のご指摘等も考えますと、日本の独自規格なのになか

なかチップが安くならないというところが、普及がいまいち伸びない理由の一つでもあ
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るのかなというところで、これはぜひその総務省さんとして進めていただきたいと思い

ます。 

 ただ、今回の検討は基本的に余干渉のほうのあれということで、これからは逆に無線

給電みたいなものが普及してくると、それと一緒に使えるのかというあたりもちょっと

心配があって、どういうところで使えて、どういうところでは難しいのかというあたり

をクリアにしてマーケティングをしていかないと、使ってみたけれども全然スピードが

出なかったということになると、評判を落とすことになりますので、ぜひそういうとこ

ろの普及啓蒙活動も総務省さんとして進めていただければと思います。 

 以上、コメントでございます。 

○西尾分科会長  どうも貴重なコメントをありがとうございました。ほかにございます

か。 

○多氣専門委員  よろしいでしょうか。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○多氣専門委員  １点、先ほど三瓶先生のご質問の中に、周波数の上限３０ＭＨｚとい

うお話がございましたが、３０ＭＨｚというのは妨害波を考えるときの一つの節目の周

波数になってございまして、これより上は放射妨害波も扱うとか一つの節目になってお

りますから、ここをまたいでしまいますと検討項目が非常に増えてしまうということも

ございまして、まずは３０ＭＨｚまでということにするのがある意味妥当かなと私自身

は思っております。 

○西尾分科会長  わかりました。そういう背景があるということですね。どうも補足を

していただき、ありがとうございました。 

 それでは、本件について、答申案資料１４４－１－３のとおり一部答申したいと思い

ますが、いかがでしょうか。よろしいですか。 

（「異議なし」の声あり） 

○西尾分科会長  それでは、案のとおり答申することといたします。 

 それでは、ただいまの答申に対しまして、総務省から今後の行政上の対応についてご

説明を伺えるということでございますので、よろしくお願いいたします。 

○谷脇総合通信基盤局長  総合通信基盤局長の谷脇でございます。本日は、一部答申を

いただき、まことにありがとうございます。 

 広帯域電力線搬送通信設備の利用高度化に係る技術的条件についてでございますけ
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れども、電力線を利用して通信を行う広帯域の電力線搬送通信設備につきまして、工場

のＩｏＴ化など近年のニーズを踏まえ、定格電圧１００Ｖまたは２００Ｖの単相交流用

電力線に限っていたものを、今般６００Ｖ以下の単相及び三相交流用の電力線の利用も

可能にするなど、利用の高度化に係る技術的条件を策定いただいたところでございます。

私ども総務省といたしましては、本日ご答申をいただきました内容を踏まえ、また、今

日のご議論なども十分に踏まえながら、関係省令を改正するとともに、所要の手続を早

期に開始してまいりたいと考えております。本日はまことにありがとうございます。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。それでは、どうかよろしくお願いい

たします。 

 

報告事項 

①科学技術政策の動向について 

 

○西尾分科会長  それでは、報告事項に移ります。「科学技術政策の動向について」とい

うことで、総務省よりご説明をお願いいたします。 

○松井技術政策課長  技術政策課の松井でございます。資料１４４－２に基づきまして、

先般閣議決定された統合イノベーション戦略２０１９を中心として、政府全体の科学技

術政策の動向についてご報告させていただきます。 

 ページをおめくりいただきまして１ページ目でございます。こちらに政府全体の体制

が示されておりますが、この中で、総合科学技術・イノベーション会議は科学技術政策

の企画及び立案並びに総合調整ということで、大きな点としては、右側にあります科学

技術基本計画、５年間の計画を取りまとめてきております。現在は第５期の科学技術基

本計画期間中ということで、こちらのほうは平成２８年度から令和２年度の５年間の計

画で、現在４年目に入ったところでございます。これとあわせまして、内外の情勢の変

化とかを踏まえながら、今後強化すべき課題や新たに取り組むべき課題を抽出して、毎

年度科学技術イノベーション総合戦略、また、昨年度からは統合イノベーション戦略と

いうことで、その計画を政府全体で取りまとめてきているところでございます。 

 次のページをごらんください。こちらは、総合科学技術・イノベーション会議の体制

を示しておりますが、構成員としましては、閣僚メンバーのほか、下にあります８名の

有識者議員の委員から議論されて、内容がまとめられているところでございます。 



－14－ 

 次のページに、昨年度からの大きな動きとして、新しく統合イノベーション戦略推進

会議が設置されましたので、そのことについてご紹介させていただきます。こちらのほ

うは、先ほどご説明しましたＣＳＴＩ、総合科学技術・イノベーション会議のほかに、

ＩＴ本部、知財本部などイノベーションにかかわる司令塔機能、全体を調整することで

各種会議を有効機能させ、一体となって取り組むということで、統合イノベーション戦

略推進会議が官房長官を議長として設置されたところでございます。 

 その下に２つのチームがございます。左側は有識者会議ということで有識者の会議、

それから、右側は強化推進チームということで各府省をメンバーとする会議でございま

す。それぞれ個別テーマの専門調査、あるいは個別テーマごとのタスクフォースという

ことで、課題ごとの議論が進められております。最近で言いますと、量子、それからＡ

Ｉに関する有識者会合などが設置されて、この中で議論が進められてきております。こ

うした議論の結果が先般の統合イノベーション戦略に２０１９に強く反映されている

ところでございます。 

 次のページをごらんください。こちらが統合イノベーション戦略２０１９の概要を取

りまとめた資料でございます。一番上のところにございますが、昨年来、科学技術イノ

ベーションをめぐる国外の進展ということで、幾つか新しい技術ということでＡＩ技術、

バイオテクノロジー、量子技術の目覚ましい発展などが大きな変化として取り上げられ

ております。こうしたものに対応しながら、新たに取り組むべきこと、あるいは強化す

べきことをこの計画の中に反映しているところでございます。 

 中段のところにありますが、統合イノベーション戦略２０１９のポイントとしては、

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０を打ち出した第５期基本計画の４年目に当たることから、その社

会実装を進めていくということを強く打ち出しているところが１点目でございます。２

点目は研究力基盤の強化、それから３点目は国際連携の抜本的強化、４番目は最先端分

野の重点的戦略の構築というところが掲げられております。 

 総務省関連の取り組みをご紹介させていただきますが、４番に強く関係しますけれど

も、強化すべき分野での展開の、下段の右側でございます。基盤的技術分野の中にＡＩ

技術というのが掲げられております。これも後ほど紹介させていただきますが、その中

の２つ目の項目にＡＩ研究開発ネットワークの創設というのが掲げられております。こ

ちらは後ほどＮＩＣＴからもご説明がありますけれども、ＮＩＣＴの脳関係の研究セン

ターも含めたネットワークの創設がこの中で示されております。 



－15－ 

 それから、下段になりまして、量子技術でございます。量子技術につきましては、量

子技術イノベーション戦略を今年の年末まで策定するというのがこの計画中で示され

ております。この戦略の中では、重要な技術領域を設定して、その中で研究開発支援、

拠点形成を進めていくということがうたわれております。 

 左側に戻りまして、知の創造のところでございます。これは、各府省全体にかかわる

ことでございますけれども、左下に一つ最近の大きな取り組みとしましては、破壊的イ

ノベーションを目指した研究開発（ムーンショット型研究開発）を進めていくというこ

ととされております。これは後ほどご紹介させていただきます。また、あわせて社会実

装を目指した研究開発ということで、ＳＩＰ、ＰＲＩＳＭといった内閣府のプログラム

を社会実証ファーストに取り組んでいくといったことが統合イノベーション戦略で掲

げられております。 

 次のページをお願いいたします。こちらは、先ほどの有識者会議等の議論を踏まえて

取りまとめたＡＩ戦略の概略を示したものでございます。ＡＩ戦略では、Ｓｏｃｉｅｔ

ｙ５.０を実現し、ＳＤＧｓに貢献することを目的として、教育改革、研究開発、社会実

装なども含めて総合的な政策パッケージとして取りまとめられたものございます。真ん

中に３つの理念、人間の尊厳の尊重、多様な人々が多様な幸せを追求、持続可能といっ

た理念が掲げられておりますが、これは今年の３月に同じく政府で決めました人間中心

のＡＩ社会原則の理念を反映したものでございます。こうした理念のもと、４つの戦略

目標を立ててそれぞれ取り組みを定められたところでございます。 

 次ページでは、研究開発についてご紹介させていただきます。６ページ目には、ＡＩ

戦略における研究開発に関する主な取り組みということで、１番上でございます。ＡＩ

中核センター群の強化・抜本的改革と研究開発ネットワークによってＡＩ研究開発の日

本型モデルを構築ということがございます。中段でございます。ＡＩ中核センターには、

理研、産総研、それからＮＩＣＴのＡＩ関連センターがあり、この中にはＮＩＣＴの脳

情報融合研究センター、それからユニバーサルコミュニケーション研究所が含まれてお

ります。これらを中核として、日本の中でＡＩ研究開発ネットワークを構築していくと

いうことがうたわれております。 

 また、具体的な技術課題につきましては、ＡＩの基礎理論・技術の中では、赤字のと

ころでございますが、革新的自然言語処理技術・音声処理技術、これらは主にユニバー

サルコミュニケーション研究所で取り組まれている研究課題でございます。それから、
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脳モデルを利用したＡＩ技術の研究開発ということで、こちらはＣＮＥＴの技術が含ま

れております。一番下段でございますけれども、言語の壁を超える翻訳・通訳ができる

ＡＩということで、こちらも自然言語、音声翻訳に取り組まれているところでございま

す。 

 次のページでございます。量子技術イノベーション戦略につきましては、まだ中間整

理の段階でございます。その中で、幾つか主要技術が掲げられております。真ん中の左

側から量子コンピューター、量子センサー、量子暗号・量子通信、これらに加えて、量

子マテリアルを含めた４つが主要技術領域ということで中間整理の中で示されている

ところでございます。後ほどＮＩＣＴからの説明にもございますが、総務省、ＮＩＣＴ

としては量子暗号・量子通信の中でこれまで研究開発を積み重ねて大きな実績を掲げら

れてきているところでございます。 

 次のページをごらんください。量子技術イノベーション戦略につきましては、この図

のとおりの体制で進められております。タスクフォースが政府の会議、それから有識者

会議の会合がございますが、その中にＮＩＣＴの主管研究員にも参加いただき、今議論

が進められているところでございます。これらにつきましては、年末を目途に取りまと

める予定で今議論が進められております。 

 最後に、２点、政府のプログラムをご紹介させていただきます。社会実装を加速する

とされたＰＲＩＳＭでございますが、名称は官民研究開発投資拡大プログラムというも

のでございます。これは、各省庁のそれぞれの施策に対して投資効果を誘発する、ある

いは効率化を進めていくということで、政策の方向づけを誘導する取り組みでございま

す。ですから、いずれの案件につきましても、政府のそれぞれの施策、あるいはＳＩＰ

など既存の取り組みと深く結びつきのあるものでございます。 

 次のページをごらんください。今年度につきましては、総務省にかかわる施策として

４つ掲げられております。５Ｇ関連のもの、ＳＩＰのサイバーセキュリティと関連した

もの、ＮＩＣＴが進める翻訳を加速させる取り組み、Ｌアラートと連携した取り組み、

こうしたものがＰＲＩＳＭとして採用されて、新たな方向づけが進められているところ

でございます。 

 最後に、ムーンショットの今の状況をご紹介させていただきます。１１ページ目でご

ざいますが、大胆な発想に基づく挑戦的な研究開発ということで、野心的な目標設定を

するということがこの中のプログラムで進めた最初の取り組みでございます。このため、
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有識者で構成するビジョナリー会議が設置されて、現在検討が進められているところで

ございます。５月２３日までに３回の会合が行われておりますが、この後、ビジョナリ

ー会議の議論を進めて、夏ごろに目標を設定し、次の段階に進んでいくということで今

予定されているところでございます。 

 私のほうからの報告は以上になります。 

○西尾分科会長  それでは、ただいまご説明いただきました科学技術政策の動向につい

て、ご質問等ございますか。三瓶委員、どうぞ。 

○三瓶委員  最後のスライドについてなんですけれども、野心的な目標、それから最初

のほうで破壊的イノベーションという言葉で語られていたと思うんですが、ムーンショ

ット目標を策定するに当たって、実際にはどういう観点で破壊的とか大胆なということ

を取り込もうとしているのかについてご説明願えますでしょうか。 

○松井技術政策課長  資料の４ページ目でございます。今お話がありましたとおり、野

心的な目標設定ということで、まずはこの部分が大きく取り上げられているところでご

ざいます。野心的な目標設定はどうあるべきかというところが、今ビジョナリー会議で

議論されているところでありまして、ここをどのように設定するかが今回のムーンショ

ットのプログラムの成否にかかわってくるというところでございます。ですから、あら

かじめ特定の方向性が明確に示されているというよりも、野心的な目標をどうつくって

いくのかといったところで議論が進められると承知しております。 

○三瓶委員  これからということはわかるんですけれども、これまで幾つか破壊的イノ

ベーションというのは世界中で起きていたという中で、例えば回線交換からＩＰネット

ワークへの変換であるとか、５Ｇもそうなんですが、全て結果として見ると、要するに

破壊的という言葉自体が適切かどうか私も疑問なところがあるんですけれども、破壊的

という意味は、過去の何らかのものが壊されて、新しいものに生まれ変わったという意

味で多分破壊的と使っている。 

 そういう意味で考えたときに、破壊的とは何かというと、私は本質的には非連続の革

新だと思うんですね。非連続な革新という意味は、革新にも幾つかあって、連続的に進

化する革新もあれば、全然違う方向から革新がもたらされる場合もあって、例えばＩＰ

ネットワークの場合は非連続だと思うんですね。それから、５Ｇも、情報配信という形

から別のシステムをコネクテッド、接続する、情報通信ネットワークの使い方が大きく

変わるという意味で非連続な発展があった。 
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 多分破壊的という言葉だけ先行してしまうと、その辺が逆にぼけてしまうような懸念

を私は持っていて、その辺をうまく議論というか、非連続、あるいは別な言葉でもいい

んですけれども、何をもってここでは破壊的と言うのかというのは非常に重要なところ

ですので、そこをしっかりと議論していただければと思います。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○松井技術政策課長  ご指摘の点は大事な点かと思っております。ですから、継続的、

持続的なイノベーションというよりも破壊的なイノベーションということで、今回の取

り組みについては、特定の課題とかではなくて、目標、ターゲットをまずつくって、そ

れに向かってどうすべきかというところから始まってくると理解しております。そのた

めに、ビジョナリー会議の構成員でございますけれども、さまざまなどちらかというと

とがった方々に入っていただいて、まずムーンショットと言われる夢のあるような目標

設定をして、それにどうチャレンジしていくのかという点から議論が進められていると

思っております。具体的な課題というのはまだこれからのところもありまして、私のほ

うから今お答えできるのはこの程度でございますけれども、ご指摘の点は大事な点かと

思っております。 

○西尾分科会長  三瓶委員、どうも貴重なコメントありがとうございました。そうする

と、ビジョナリー会議である種の目標とかが定められて、バックキャストするような感

じなのですか。 

○松井技術政策課長  ご指摘のとおりかと思います。まず目標設定して、そこから次に

何をすべきかということになってくるかと思います。 

○西尾分科会長  ほかにご質問等ございませんでしょうか。どうぞ。 

○平野委員  非連続なイノベーションを起こすに当たって、こういったトップダウン的

な研究費も非常にいいとは思うんですけれども、それだけではなくて、ボトムアップ的

な研究者が自由に発想するような、下から上げていくもので大きなイノベーションにつ

ながるものもあると思うんですね。そういう意味で、両軸が大事なのではないかと思う

んですけれども、最近はわりとトップダウン的な、選択と集中じゃないですけれども、

大型予算に偏重ぎみで、大学運営費が減らされ過ぎて苦しくなってしまっているという

のは非常によろしくない状況だと思うんです。そういう意味で、ボトムアップ的な、こ

んな大型研究費でなくてもいいんだけれども、もっといろいろな研究者に広く行き渡る

ような小中規模の研究費の拡充も同時に大事ではないかと思うんですけれども、その辺
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についてはどうどうでしょうか。 

○西尾分科会長  ほんとうに大事なことなのですが、もし何か総務省として取り組みを

されていることとかがありましたら、何かコメントをいただけますか。 

○平野委員  すいません。ちょっと難しい。 

○西尾分科会長  いやいや、大事なことだと思います。 

○松井技術政策課長  ご指摘の点は大事なことかと思います。まさにその先ほど来話に

なっている破壊的イノベーションに向けていくために、大型で大規模なものをやってい

くのも一つ大事な点でございますし、それから、もっと基礎的、基盤的なところから新

しい礎を生み出してやっていく研究活動も両面重要かと思っております。そこについて

私どもの政策の中にどう反映するかというのは、なかなか大きな課題でありますので、

そういったことはまさに先ほどご紹介しました政府全体の戦略の中でも議論していく

課題かなと思っております。 

○三瓶委員  よろしいですか。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○三瓶委員  今の件なんですけれども、破壊的イノベーションとか先ほどのムーンショ

ットの話もそうなんですけれども、この概念というのは今議論されているトップダウン

とかボトムアップという議論のもう一つ上の段階にある理念だと私は思うんですね。な

ので、ボトムアップと一緒にするのではなくて、そもそも破壊的イノベーションが重要

で、その理念に基づいた研究プロジェクトでというのがまず示されて、フィードバック

がかかるという先ほどのお話でしたので、その形の先に何をやるかというのは各省庁が

いろいろ考えるべきことなのかなと思うんですけれども、そういう考えではまずいんで

しょうか。 

○西尾分科会長  どうでしょうか。 

○松井技術政策課長  今ご指摘いただいたとおり、そのような考え方が一つ大事な点か

と思っております。他方、こういった取り組みとボトムアップ、トップダウンという考

え方は別の課題としてあるかと思います。 

○知野委員  すいません、質問です。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○知野委員  最後の１１ページの書き方を見ますと、本制度の推進に必要な１,０２０

億円は、ＪＳＴとＮＥＤＯの基金とありますけれども、これは文部科学省と経済産業省
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だけでしょうか。総務省はどのようにかかわっているのでしょうか。 

○松井技術政策課長  財源としては、文部科学省及び経済産業省が予算の手当てをして、

ＪＳＴとＮＥＤＯに基金を形成したということでございますが、ムーンショットの取り

組み自体は各省連携して取り組むということで進められていることでございます。その

ため、内閣府の中でビジョナリー会議を設置して目標設定から運営を進めていくという

状況になっております。 

○知野委員  そうすると、お金を出した文科省、経産省の意向が強いということになる

のでしょうか。 

○松井技術政策課長  文科省、経産省の意向というよりも、現在ではまずビジョナリー

会議でどう目標を設定するかが議論のところでございます。 

○西尾分科会長  いわゆるファンディングエージェンシーとしては、ＪＳＴとＮＥＤＯ

がファンドを管理するということですけれども、全体の構想は全省庁で行うということ

でよろしいですか。つまり、ビジョナリー会議でどういうデザインをしていくかという

ことについて、文科省とか経産省に偏っているわけではないと考えてよろしいですか。 

○松井技術政策課長  そういうことです。 

○西尾分科会長  ほかにご意見はございますか。平野委員がおっしゃられたことは、私

はごもっともだと思っております。三瓶先生がおっしゃる意味で、今回のような仕組み

で平野委員がおっしゃられたことがどのようにデザインされてくるのか、ということを

我々はフォローアップしていくが大切だと思っています。 

 ほかにございますでしょうか。そうしましたら、これから情報通信研究機構の最近の

取り組みについてご説明いただきます。その説明と今ご説明いただいたことは多分に関

連もございますので、また、後ほど今のことに関連してご質問いただいて結構です。 

 

②国立研究開発法人情報通信研究機構の最近の取組について 

 

○西尾分科会長  そうしましたら、次に情報通信研究機構よりご説明いただけますでし

ょうか。よろしくお願いいたします。 

○茨木情報通信研究機構理事  情報通信研究機構理事の茨木でございます。 

 本日は、最近のＮＩＣＴの取り組みにつきましてご説明させていただく機会を頂戴し、

まことにありがとうございます。ＮＩＣＴでは、国立研究開発法人として５年ごとに定
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められます中長期の目標、それから計画に沿いまして研究開発を進めております。今年

度は平成２８年度からの第４期中長期計画の４年目に当たっております。来年度の最終

年度に向けて、ちょうど研究開発の深化を進めているというフェーズでございます。本

日は、本分科会の先生方の皆様より忌憚のないご意見を頂戴できれば大変ありがたく存

じます。 

 それでは、早速でございますが、資料１４４－３に沿いまして執行役の矢野のほうか

らご説明を進めさせていただきます。よろしくお願いします。 

○西尾分科会長  どうかよろしくお願いいたします。 

○矢野情報通信研究機構執行役  それでは、資料１４４－３をごらんください。 

 まず、１ページおめくりいただけますでしょうか。最初のところにＮＩＣＴの概要を

記載してございます。職員が四百数十名、うち、研究者、研究技術者で大体３分の２ぐ

らい。予算につきましては２７１億円、予算の推移は右のグラフでございます。また、

所在地は東京都小金井市に本部がございまして、それ以外にも１０カ所程度の拠点がご

ざいます。主な業務としましては、ＮＩＣＴはＩＣＴの分野を専門とする我が国唯一の

公的な研究機関としまして、４つの項目を記載してございます。まずは、ＩＣＴ分野に

関する基礎的・基盤的な研究開発をしっかり行う。そちらで得られました成果を社会的

なイノベーションにつなげていくための取り組み。また、従来から行っております標準

時通報等の定常的な業務への取り組み。さらに４つ目としまして、ＩＣＴ分野の研究支

援業務・事業振興業務等の推進を行っております。 

 次の２ページ目をごらんいただけますでしょうか。２ページ目には、先ほど茨木から

ご説明申し上げた第４期中長期計画でどういうことをミッションとして取り組んでい

るかを示しております。こちらは、先ほどの業務の繰り返しになりますけれども、まず

左側の大きな部分は、ＩＣＴ分野の基礎的・基盤的な研究開発というところで、漢字が

１文字ずつ書いてある色のついた丸が５つございますけれども、それぞれが研究分野に

なります。観るというセンシング、創るというデータの利活用、繋ぐというネットワー

クで繋いでいく統合ＩＣＴ基盤、守るというサイバーセキュリティ、拓くというフロン

ティア、この５つの研究開発分野に関しまして、それぞれ基礎的・基盤的な研究開発を

進めております。また、右側のほうでは、それらの成果を着実に最大化して、社会的に

実装して、社会課題の解決につなげていき、社会に貢献するというところの取り組みを

行っております。それ以外の業務や支援等もミッションとして掲げております。 
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 次のページをめくっていただきますと、３ページ目では、それらのミッションを進め

るための体制として、各研究所、研究センター、それらを支える支援的な部門等の構成

を示しているものでございます。こちらはご参考でございます。 

 次の４ページ目では、繰り返しになりますが、安心・安全な社会のために私たちの磨

いた技術を社会実装して、社会的な課題を解決するということで、先ほどの基礎的・基

盤的な分野の５つの柱に関して、それぞれ実際に社会でお役立ていただいている、それ

が見えてきているような事例を示しております。それぞれにつきまして、次の５ページ

目以降で個別にご説明申し上げます。 

 ページをめくっていただきまして５ページ目でございます。５ページ目にございます

のは、マルチパラメータ・フェーズドアレイ気象レーダです。こちらは、異常気象であ

るゲリラ豪雨が最近いろいろなところで発生しており、それによって人々が被害を受け

たり、インフラ等でも影響が出ることがございます。こちらを早期に予測することによ

って、未然にそういう事故を防ぎたいというニーズがございます。それに応えるために、

マルチパラメータということで雨粒をより細かく精度を上げて見ることができ、フェー

ズドアレイということで今までより高速に調べることができる機能を持った、右側にご

ざいます写真のアンテナを民間企業、大学等と連携して開発しております。さらに、右

端のところに首都圏の地図がございますが、現在８０キロ圏内のところでゲリラ豪雨の

発生の様子を予測して、事前に知ることができるような研究開発を進めて、実証事業を

進めております。 

 次のページをごらんいただきますでしょうか。６ページ目は、宇宙環境を観る研究開

発でございます。２年ほど前に太陽フレアの大規模爆発が起こり、その影響は記憶に新

しいと思います。それに伴いまして、通信障害や衛星測位に影響が出ることもございま

すし、大規模になると停電ということも起こる可能性がございます。太陽フレアを早期

に予測するために、深層学習等を使いましてＤｅｅｐ Ｆｌａｒｅ Ｎｅｔというもの

を開発し、システムとしてWeb上で公開をしております。ＡＩを使うことで、今までの人

手を介していたものの精度を５割から８割程度まで上げているものでございます。 

 次のページ７ページ目は繋ぐというネットワーク基盤分野で、こちらは光ファイバー

に関する研究開発でございます。私たちはスマートフォン等を使い大容量のデータを日

常使っておりますけれども、それらを支えるのはコアになる基盤網の技術になります。

そちらをいかに長距離でも確実に大容量で繋がるようにしておけるかというための技
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術としまして、左側では、今までのシングルコアのファイバーとほぼ同じような直径で

扱いやすい光ファイバーに４コア・３モードを導入しまして、およそ１０倍の１.２ペタ

ｂｐｓという高速で伝送できる技術を実現しております。また長距離でも大容量で届け

るために、右側の図では、途中で減衰する光を増幅するためのシステムの開発を示して

おります。 

 次のページをごらんいただきますと、８ページ目では、光ファイバー無線という技術

を使いました空港での監視システムを示しております。異物が滑走路に落ちていると大

きな被害が起こる可能性がございます。光ファイバーのところどころにレーダーシステ

ムを設置して、９０ギガ帯の電波を光に変換してファイバー内に送り、出口のレーダー

システムのところで電波に変換することで、滑走路での異物を早期に、詳細に発見でき

るシステムでございます。成田空港では４年ほど前から実証実験を続けておりまして、

それらの成果を民間企業とも連携して製品化を行い海外に展開するということで、海外

の空港でのニーズもくみ取って、マレーシアの空港での実証実験を今年から開始したと

ころでございます。 

 次のページをめくっていただきますと、９ページ目は先ほど松井課長がご説明された

グローバルコミュニケーション計画のＶｏｉｃｅＴｒａによるオープンイノベーショ

ンでございます。ＶｏｉｃｅＴｒａはご案内のとおりかと思いますが、さまざまな分野、

また、さまざまな製品にその技術が導入されてきて、来年のオリンピック・パラリンピ

ックに向けて着実に取り組みを進めているところでございます。 

 次の１０ページ目は、翻訳バンクを示しております。幅広い分野での翻訳に資するた

めには、翻訳データがまだ足りません。翻訳データをさらに集めるために、データを提

供していただいた方には自動翻訳技術の使用料の負担を軽減することで、データを提供

した方もメリットを受けるというエコシステムを作り、みんなでこの技術を育てていく

という翻訳バンクの取り組みを着実に進めております。治験に関係する企業の方からも

翻訳バンクの利用による効果が得られたというご報告をいただいております。 

 次のページをめくっていただきますと、１１ページは脳情報通信の研究開発です。脳

の働きやその機能を知ることによって、我々がいろいろ感じたこと、思ったことを脳を

調べて外部に伝えてくれる技術の研究開発により、いろいろな行動や作業が効率化でき

る可能性がございます。ここでは、視覚情報、人間が見た画像を、実際にそのときの脳

の活動状況を見て、どういう画像を見ているか、どういう情報が画像から得られている
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のかということを画像や文字に起こすデコーディングの技術、脳情報を解読して可視化

していくという取り組みを進めております。 

 次のページをめくっていただきまして、１２ページは安心・安全な社会に資するため

のサイバーセキュリティ技術を示しております。この図には２つの軸がございますが、

横軸では大規模な無差別攻撃も、局所的な標的型攻撃もしっかり見るという攻撃の範囲、

縦軸ではそれらの攻撃を待ち受けて見る、相手の実際の動きを能動的に着実に捉えて見

るというパッシブ、アクティブという取り組みを示しており、ＮＩＣＴはそれぞれの領

域で企業とも連携しつつ、実際の製品化等につながる技術移転をしながら進めておりま

す。また、それぞれで得られた情報を２つの軸の交点にあるＣＵＲＥというシステムに

データリポジトリとしてセキュリティの情報を一括して集めて、それをＡＩの技術も使

いながら分析して、自動化、高度化を図っていく取り組みも進めております。 

 次に１３ページをごらんください。Webを見ることによって自動的にマルウェアをダ

ウンロードしてしまうドライブ・バイ・ダウンロード攻撃がございます。その攻撃を未

然に防ぐために、我々が外部に委託した研究の成果がＷＡＲＰＤＲＩＶＥというもので、

こちらはそれぞれのWebの中に潜んでいるマルウェア等の危険なものを可視化いたしま

す。右下の図に丸がたくさんございますが、そちらのほうにWebが安全かどうかの見える

化を行っているもので、実証実験開始後７,７００名のユーザーにインストールをいた

だいております。 

 次に、１４ページをごらんいただけますでしょうか。１４ページは、未来を拓くとい

う研究分野の中の量子情報通信の研究開発で、我々ＮＩＣＴがこれまで磨いてきました

東京ＱＫＤネットワークというどんな計算機でも解読できない量子鍵配送技術と、さら

にデータを秘密分散する技術を合わせたものです。高知医療センターから、電子カルテ

を災害時等でも着実に使えるように分散配置しておきたいというニーズがございまし

た。そのニーズを満たすためには、秘密分散技術と東京ＱＫＤネットワークの鍵配送技

術を合わせることが必要でしょうということで、ＮＩＣＴがＪＧＮの技術も使いまして

東京と高知を中継しながら、安心・安全に医療カルテを扱うことができるようなシステ

ム化を進めております。 

 次をめくっていただきますと、１５ページでは、新たなＩＣＴデバイスとしまして酸

化ガリウムと深紫外光の２つを示しております。酸化ガリウムは、パワーデバイスとし

て高性能化、低コスト化にＮＩＣＴの技術が貢献できるという取り組みです。また、深
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紫外光は、通信にも殺菌にも使えますので、右下にございますように国際条約の水銀に

関する水俣条約への貢献もできます。これらも民間企業と連携しながら進めております。 

 次の１６ページでは、それまでご紹介しました基礎的・基盤的な技術の成果を実際に

世の中で活用いただく、社会実証、社会実装をして社会課題の解決等で貢献していくた

めのオープンイノベーション推進本部の取り組みを示しております。左の図にございま

すように、産学官地域に海外も含めていろいろなところから情報、ニーズを吸い上げて

成果を展開していく取り組みも進めております。 

 １７ページは、サイバーセキュリティの人材育成の取り組みを示しております。ここ

にございますＣＹＤＥＲ、サイバーコロッセオ、ＳｅｃＨａｃｋ３６５についても着実

に取り組みを進めております。 

 １８ページで示しますのは、ＮＩＣＴの技術を世の中にもっと広く知っていただくこ

とで、実際の社会課題の解決に役立てていただいたり、新たな価値を創造いただくこと

も大事ではないかということから、今年度作成しましたＮＩＣＴの技術をわかりやすく

紹介するＮＩＣＴシーズ集でございます。現在Ｗｅｂ上で公開しております。 

 あと２ページになりますけれども、１９ページ目では、茨木からも説明いたしました

ように、今年度は中長期計画の４年目で、残りあと２年弱でございます。理事長の徳田

が就任したときに、ＮＩＣＴが今後取り組むべき運営方針を理事長の考えとしてＣＯＯ

Ｃを掲げました。コラボレーション、周りと連携して、オープンマインドを持ってオー

プンイノベーションを起こしていく、さらにそのための取り組みとしてチャレンジャー

ズスピリットという挑戦する心構えが必要というＣＯＯＣの取り組みを運営方針のキ

ーコンセプトとしまして、今後２年間の研究開発等業務を実施していきたいと思ってお

ります。 

 最後に２０ページでございますが、線表が示しますように本年度は２０１９年で中長

期計画の４年目、２０２１年から第５期が始まりますので、現在第５期中長期計画に向

けた各種検討を開始しているところでございます。 

 ＮＩＣＴからの報告は以上でございます。 

○西尾分科会長  どうもご説明ありがとうございました。大変興味深い内容で、皆さん

方からもいろいろご質問があると思いますが、いかがでしょうか。どうぞ。 

○三瓶委員  ただいまのご説明なんですけれども、ＮＩＣＴでやっている実際の取り組

みの個別の説明というタイトルであれば今の説明でいいと思うんですが、最近の取り組
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みについてというタイトルですよね。そうすると、こういうところで何をまず聞きたい

かというと、今の世の中の流れをどう捉えていて、その中でＮＩＣＴがどう現状取り組

んでいるのかという流れを聞きたいんですけれども、そういう説明は一切なかった。私

は、こういう場ではそういう説明が重要だと思うんです。 

 全部の分野をカバーすることは当然できないので、ＮＩＣＴ、国立研究法人として何

に重点を置くのかという理由づけがわかる説明があって、あとはその中で一部の情報を

ご説明しますというのであればいいんですけれども、そういう意味では、今のは取り組

みについてというタイトルの中身かなという疑問があるので、こういうところでは方針

と流れ、特に流れというのは年次とともに進行していきますので、４年目であれば４年

目でこういう流れに現在至っていますというぐらいのことが言えないといけない時期

だと思うんですね。なので、そういう説明を今後はお願いしたいなというコメントです。 

 以上です。 

○西尾分科会長  どうぞ、何かコメントはございますか。 

○茨木情報通信研究機構理事  コメントいただきまして大変ありがとうございます。次

回からそういうことも頭に入れましてご説明させていただければと思います。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。どうでしょうか。ほかにご質問はご

ざいますか。 

 １７ページに人材育成のことがございますが、受講生を募集とか書いてあります。こ

れは結構それなりに希望者があるのではないかと思いますけれども、全部無料で実施し

ておられるのですか。その辺りを教えていただけますか。 

○矢野情報通信研究機構執行役  ＣＹＤＥＲ演習に関しましては、自治体と国の関係機

関等では無料ですが、それ以外はお一人様税別７万円でございます。多数ご応募いただ

いておりますが、まだ募集中でございますので、積極的にご参加していただいて、我が

国のサイバーセキュリティの人材の育成に貢献できればと思っております。 

○西尾分科会長  わかりました。どうもありがとうございました。ほかにございますか。 

○三瓶委員  すいません、もう一つ。 

○西尾分科会長  どうぞ。 

○三瓶委員  オープンイノベーションについてなんですけれども、１６ページに書かれ

ているオープンイノベーションは非常に一般的なというか、平たくしか書かれてないと

思うんです。特にオープンイノベーションは、日本の場合、企業も含めて非常に苦手と
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いうのが私の認識なんですね。なぜ苦手なのかというときに、オープンイノベーション

で創出すべきことを成長させる能力に不足があるんだと思うんです。 

 もう一つは、オープンイノベーションといったときに、企業群がやるオープンイノベ

ーションと国立研究開発法人が中心となってやるオープンイノベーションにも多分違

いがあると思うんですね。そういう意味で、オープンイノベーションをどういうスタン

スで、どういう形のオープンイノベーションにするのかというのが非常に重要なんだと

思うんですね。 

 現状を見る限りは、そこまでいってないように見えるというのが私の見解なんですが、

来年５年目迎えるに当たって、一定の成果といいますか、何ができたのかということを

多分つくらないといけないと思いますので、そうすると、国立研究開発法人としてはど

ういうオープンイノベーションを狙っていて、どこまでできたのかということが必要な

んだと思うんですが、このあたりは現状どうでしょうか。 

○茨木情報通信研究機構理事  大変貴重なコメントをありがとうございます。オープン

イノベーションということで、国の機関、国立研究開発法人ということで一例として今

取り組んでいるものとしては、先ほどご説明させていただきました多言語音声の翻訳に

ついては、いろいろな分野の方々が横通しでデータをコラボレーションして持ち出しな

がら動くということで、初めて強くなっていくという取り組みの形が少し見えてまいり

ましたので、国立研究開発法人が少しかかわるんだとすると、そういうこともオープン

イノベーションとしてはいいひな形の一つではないかなと思っております。 

 それ以外にもいろいろあるかと思いますけれども、今ご意見をいただきましたので、

この後も今までの活動をちゃんとそれなりに評価いたしまして、どこがいいか、どこを

今後変えていけばいいかということについては、継続して検討してまいりたいと思いま

すので、よろしくご指導をお願いいたします。 

○三瓶委員  よくわかりました。そうであれば、オープンイノベーションの一つの例と

してはというのでＶｏｉｃｅＴｒａを出すとか、ＶｏｉｃｅＴｒａのどの仕組みが国立

研究開発法人としてオープンイノベーション的だという要素なのか明確にすれば、今回

の５年計画の中では非常に大きな成果だと思いますので、その辺をよろしくお願いした

いと思います。 

○西尾分科会長  どうも貴重なコメントをありがとうございます。まだご意見をいただ

けていない方には、ぜひいただければと思います。 
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○上條委員  お時間をいただきましてありがとうございます。上條です。ご説明ありが

とうございました。今の三瓶先生の話ともつながると思うんですけれども、２ページ目

の２０１６年から２０２０年の中期計画における主なミッションというペーパーがあ

ると思うんですが、そちらの研究支援・事業振興業務のところに情報通信ベンチャー企

業の事業化支援ということが一つ柱として挙がっているかと思います。 

 情報通信系の技術を活用したベンチャーを創出することを、少なくともＮＩＣＴさん

としてご支援をされると理解をしたんですけれども、先ほど一つの例として翻訳のＶｏ

ｉｃｅＴｒａによるイノベーションなどの事例もありまして、ベンチャーに限らず、大

きな企業様やベンチャー様の製品等にもデータのインフラのようなところでサポート

があるというところで、成果の形としては理解が今できたんですが、こういったところ

をどういった形でアウトカムとして、例えば最後のオープンイノベーションのシーズ集

のところを拝見させていただきましても、例えば観る、繋ぐ、創る、守る、拓く、使う

のところで、こういった技術があって、使ってみませんかというお誘いの言葉があって、

まず知っていただくということがアウトリーチの第一歩だと思うんですけれども、これ

がビジネスになって、例えばベンチャーの創出や事業化につながるというところまでは

まだほんとうにいろいろな死の谷といいますか壁がありまして、ステップがあると思う

んです。 

 そのあたりはどこまでＮＩＣＴさんとしてかかわられていくのかですとか、アウトカ

ムを出されていくのかというところを、民間がやるようなところまではなかなかできな

い部分はあると思いますし、逆に民間ができずに、横串を刺したりプラットフォームを

提供できるような場面ですとか、知財や標準化のところで民間の活動をサポートできる

とか、何かアウトカムや具体的なコラボレーションの形を民間にもお示しいただくと、

逆に民間側としてもそういうことでＮＩＣＴさんと連携できるんだなということがわ

かるかなと思いましたので、個人的なコメントにはなりますが、つけ加えさせていただ

きました。コメントです。 

○西尾分科会長  どうもコメントをいただき、ありがとうございました。その点は今後

何かございますか。 

○矢野情報通信研究機構執行役  貴重なコメントをありがとうございました。我々もシ

ーズ集をつくってみて、今回の説明のような技術の羅列のような説明になりましたけれ

ども、そういう説明だけではなく、具体的にどういう形で我々は貢献できます、連携で
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きますということをもう少しわかりやすい形で示していくことが大事だと思いますの

で、できたものをホームページに掲げて終わりではないと思っております。我々は技術

相談という形でいろいろな民間の方々、自治体の方々等のニーズを受け入れております

ので、そういうところにも反映させるようにして、皆様にもっと広く知っていただいて

連携の形、幅を広げたいと思っております。これからもご指導をよろしくお願いいたし

ます。 

○西尾分科会長  どうもありがとうございました。ほかにございますか。よろしいです

か。どうぞ。 

○増田委員  追加なんですけれども、民間だけではなく、訪日外国人とか在日外国人の

トラブルが消費生活センターにさまざまご相談がありますので、消費生活センターや自

治体にも、こういう形で活用できるということをアピールしていただくといいのかなと

思います。よろしくお願いします。 

○西尾分科会長  どうか今ご指摘いただいた点もよろしくお願いいたします。重要な観

点かと思います。どうぞ。 

○平野委員  今までと方向が逆かもしれないんですけれども、論文の業績リストみたい

なのはここにはつけないんですか。例えば１５ページの酸化ガリウムＩＣＴデバイスと

かだったら、図があるだけじゃなくて、この下に論文のジャーナルと刊行年とか、その

辺があってもいいと思うんですよね。見る人が見ればちゃんとそういうところはわかり

ますので、そういうのもちゃんと出してアピールしたらどうかと思うんですけれども。 

○西尾分科会長  すばらしいパブリケーションがあるのであれば、それを積極的に明示

されたほうが研究所の成果としてはより強くアピールできるのではないか、という貴重

なコメントかと思います。今後、その点、また、先ほどの三瓶委員のご意見も含めまし

て、ご対応いただければと思います。どうもありがとうございました。貴重な意見に感

謝いたします。 

 

閉  会 

 

○西尾分科会長  それでは、本日想定していた議題は以上でございます。国の施策、ま

た、ＮＩＣＴの活動に関しましてのご紹介、ほんとうにどうもありがとうございました。

いろいろな観点で情報を得ることができ、こういう機会は非常に重要なことかと思って



－30－ 

おります。 

 事務局のほうから何かございますでしょうか。 

○後潟総合通信管理室長  ございません。 

○西尾分科会長  それでは、本日の会議はこれにて終了いたします。次回の日程につき

ましては、決まり次第事務局からご連絡申し上げますので、皆さんよろしくお願いいた

します。 

 これにて今回の委員会を閉会といたします。今日も貴重なご意見、コメントをどうも

ありがとうございました。心よりお礼申し上げます。 

 

 


